
地下水汚染に係る家庭用浄水器設置費補助金交付要領

（趣旨）

第１条 この要領は、鹿沼市補助金等の交付に関する規則（平成３０年鹿沼市規則

第５号。以下「規則」という。）第３８条の規定に基づき、地下水汚染に係る家庭

用浄水器設置費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定め

るものとする。

（補助金の目的等）

第２条 補助金は、地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年環境庁告

示第１０号。以下「告示」という。）別表に掲げる指定物質（以下「指定物質」と

いう。）により地下水汚染が上水道の給水区域外で発生した場合において、家庭用

浄水器設置の設置に要する経費の一部を補助することにより、安全な飲料水の確

保を図ることを目的とする。

２ 補助金は、着手前申請型補助金等として交付する。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次のいず

れかに該当する区域に居住する者とする。

(1) 上水道の給水区域外の区域

(2) 上水道の給水区域内であって、地下水汚染の発生から５年以内に上水道に接

続することが困難と認められる区域

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者と

ならない。

(1) 市税及び国民健康保険税を滞納している者

(2) ５年以内に補助金の交付を受けている者

(3) 前号に掲げる者が設置した家庭用浄水器を使用している者

（補助事業）

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる

要件のいずれにも該当する場合において、補助対象者が自ら居住する住宅に、指

定物質を除去できる家庭用浄水器を設置する場合に補助するものとする。

(1) 告示別表に定める測定方法により、同表に定める環境基準を超える指定物質

が井戸から検出されていること。

(2) 前号の井戸が上水道の給水区域外に所在していること。

(3) 第１号の井戸に係る水が、専ら飲用、調理用その他人が摂取する目的で用い

られていること。



（補助対象経費及び補助金の額）

第５条 補助金の対象となる経費及び補助金の額は、次の表のとおりとする。ただ

し、１０万円を上限とする。

２ 市長は、予算の状況に応じて前項の額を減額することができるものとする。

（交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金等交付申請書（様式第１号）

に、次に掲げる書類を添付して市長に申請しなければならない。

(1) 行政機関が発行した飲料水に係る水質検査結果の通知書の写し、又は水道法

（昭和３２年法律第１７７号）第２０条第３項の国土交通大臣及び環境大臣の

登録を受けた者が発行した第４条第１号の測定方法による水質検査の結果を

証明する書類

(2) 補助事業に係る見積書の写し

(3) その他市長が必要と認める書類

２ 申請者は、補助事業について市長から書類の提出、現地調査等を求められたと

きは、正当な理由がなければ、これらを拒むことができない。

（交付決定の通知）

第７条 市長は、申請について決定をしたときは、次の各号に掲げる決定の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める通知書を申請者に送付するものとする。

(1) 補助金を交付する旨の決定（以下「交付決定」という。） 補助金等交付決定

通知書（様式第２号）

(2) 補助金を交付しない旨の決定 補助金等不交付決定通知書（様式第３号）

（補助事業の変更）

第８条 補助対象者は、補助事業の変更をしようとする場合は、あらかじめ補助事

業変更等承認申請書（様式第４号）により市長に申請し、その承認を受けなけれ

ばならない。

２ 市長は、前項の規定による申請（変更に係るものに限る。）について承認したと

きは、補助金等交付決定通知書（変更）（様式第５号）により補助対象者に通知す

るものとする。

３ 第１項の規定にかかわらず、補助事業について次に掲げる事項のみの変更をす

る場合は、前項の承認を不要とする。この場合において、補助対象者は、補助事

補助金の対象となる経費 補助金の額

指定物質を除去できる家庭用浄水

器の設置に要する経費

２分の１以内（千円未満切り捨て）



業の完了前までに、当該変更の内容を補助事業変更届（様式第６号）により市長

に届け出なければならない。

(1) 補助対象者の住所又は氏名

(2) 補助対象外経費のみの額

(3) その他市長が軽微な変更と認めるもの

（手続の免除）

第９条 着手届及び実績報告は、免除する。

（補助金の額の確定）

第１０条 市長は、補助事業が完了したと認めたときは、事業費の領収書又は支払

のわかる書類の提出を求め、当該補助事業の内容の検査及び補助金の額の確定を

し、その結果を補助事業検査結果等通知書（様式第７号）により補助事業者に通

知するものとする。

（補助金の請求等）

第１１条 補助金の請求は、前条に規定する通知を受けた日から１５日以内に、

補助金等交付請求書（様式第８号）を市長に提出してしなければならない。

２ 補助金は、口座振込の方法により交付するものとする。

（補助金の交付手続の委任）

第１２条 補助金の交付手続を他人にさせようとするときは、あらかじめ補助金等

交付手続委任状（様式第９号）を市長に提出しなければならない。

（権利譲渡の禁止）

第１３条 補助金等の交付を受けることができる権利は、他人に譲渡することはで

きない。

（交付決定の取消し等）

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定の全

部又は一部を取り消すことができるものとする。

(1) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。

(2) 第１１条第１項に規定する期間内に請求がされないとき。

(3) 補助金を他の用途に使用したとき。

(4) 第３条に規定する補助対象者又は第４条に規定する補助事業の要件に該当

しなくなったとき。

２ 市長は、前項の規定による取消し（以下「取消し」という。）をしたときは、そ

の旨を補助金等交付決定取消通知書兼返還命令書（様式第１０号）により、補助

金の交付を受けた者に通知するものとする。



（補助金の返還）

第１５条 補助金の交付を受けた者は、取消しをされたときは、取消しにより減額

された補助金に相当する額を市長に返還しなければならない。

２ 前項の規定により返還する額に係る加算金については、規則第３２条に定める

ところによる。

（補則）

第１６条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に係る様式、手続等に必要

な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要領は、令和２年１２月７日から適用する。

この要領は、令和３年３月１０日から適用する。

この要領は、令和７年８月２１日以後の申請から適用する。



様式第１号（第６条関係）

補助金等交付申請書

年 月 日

鹿沼市長 宛

※自然人にあっては本人自署の場合は、押印不要

※法人にあっては、代表者印を押印

地下水汚染に係る家庭用浄水器設置費補助金の交付を受けたいので、鹿沼市補助金

等の交付に関する規則第８条第１項の規定により次のとおり申請します。なお、申請

に当たり、同規則及び家庭用浄水器設置費補助金交付要領を遵守する旨を申し添えま

す。また、この補助金の交付に係る審査のため、住民登録及び市税等の納付状況につ

いて市の職員が調査することに同意します。

（注意事項）

１ 「補助事業の実施期間」は、同一年度内の期間を記載してください。年度を

またいで補助事業を実施することはできません。

２ 「添付書類」の欄には、添付した書類の□に✓を記入し、同欄に記載のない

資料を添付した場合は、余白に資料の名称を記入してください。

※事務処理欄（申請者は、記入しないでください。）

申請者

住 所

氏 名 印

電話番号

補 助 事 業 の 実 施 期 間
年 月 日から

年 月 日まで

補助事業に要する経費の額 円

添 付 書 類

□ 行政機関が発行した飲料水に係る水質検査結果

の通知書の写し、又は水道法（昭和３２年法律第

１７７号）第２０条第３項の国土交通大臣及び

環境大臣の登録を受けた者が発行した第４条

第１号の測定方法による水質検査の結果を証明

する書類

□ 補助事業に係る見積書の写し

備 考

受領日 決定日 通知日 検査日 請求日 支払日 【着手前申請型】

番号：／ ／ ／ ／ ／ ／



様式第２号（第７条関係）

補助金等交付決定通知書

環第 号

年 月 日

様

鹿沼市長 印

年 月 日付けで申請がされた地下水汚染に係る家庭用浄水器設置費

補助金の交付については、次のとおり交付する旨を決定したので、鹿沼市補助金等の

交付に関する規則第１１条第２項の規定により通知します。

（注意事項）

補助事業の内容を変更するときは、軽微な変更を除き、あらかじめ市長の承認を受

ける必要があります。

交 付 対 象 者
住 所

氏 名

交 付 額 円

条 件

１ 補助対象者が自ら居住する住宅に指定物質を除去できる家庭

用浄水器を設置すること。

２ 補助事業を実施期間前に廃止し、又は停止する場合は、あら

かじめ市長に報告し、その指示を受けなければならないこと。

３ 補助事業により補助対象者に収益が生じた場合は、交付額が

減額されること。



様式第３号（第７条関係）

補助金等不交付決定通知書

環第 号

年 月 日

様

鹿沼市長 印

年 月 日付けで申請がされた地下水汚染に係る家庭用浄水器設

置費補助金の交付については、次のとおり交付しない旨を決定したので、鹿沼市補

助金等の交付に関する規則第１１条第３項の規定により通知します。

（注意事項）

この決定に対しては、審査請求及び行政事件訴訟法に基づく抗告訴訟を提起す

ることはできません。

不 交 付 決 定 の

対 象 者

住 所

氏 名

不 交 付 決 定

の 理 由



様式第４号（第８条関係）

補助事業変更等承認申請書

年 月 日

鹿沼市長 宛

※自然人にあっては本人自署の場合は、押印不要

※法人にあっては、代表者印を押印

年 月 日付け 環（水）第 号で決定がされた地下水汚染に係る

家庭用浄水器設置費補助金の交付について、補助事業の内容を変更（中止・廃止）し

たいので鹿沼市補助金等の交付に関する規則第１３条第１項の規定により、次のとお

り申請します。

１ 変更等の概要

（注意事項）

１ 「変更等の年月日」の欄には、変更、中止又は廃止の予定日を記入してくだ

さい。

２ 「再開予定年月日」の欄には、中止の場合にのみ、補助事業の再開予定日を

記入してください。

２ 変更の内容

（注意事項）

１ 変更の内容が分かるように具体的に記入してください。

２ 補助金の対象経費の額が変更となる場合は、具体的な額を記入してください。

３ 変更の内容が複雑な場合は、別紙を添付しても構いません。

３ 変更等の理由

申請者

住 所

氏 名 印

電話番号

変 更 等 の 区 分 □ 変更 □ 中止 □ 廃止

変 更 等 の 年 月 日 年 月 日

再 開 予 定 年 月 日 年 月 日

番

号

変更対象 変更前 変更後

１

２

３



様式第５号（第８条関係）

補助金等交付決定通知書（変更）

環（水）第 号

年 月 日

様

鹿沼市長 印

年 月 日付けで申請がされた地下水汚染に係る家庭用浄水器設置

費補助金の変更について承認し、次のとおり交付する旨を決定したので、鹿沼市補助

金等の交付に関する規則第１３条第４項において準用する第１１条第２項の規定によ

り通知します。

（注意事項）

補助事業の内容を変更するときは、軽微な変更を除き、あらかじめ市長の承認を受

ける必要があります。

交 付 対 象 者
住 所

氏 名

交 付 額

変 更 前 円

変 更 後 円

変 更 の 内 容

番 号 変更対象 変更前 変更後

１

２

３

条 件



様式第６号（第８条関係）

補助事業変更届

年 月 日

鹿沼市長 宛

※自然人にあっては本人自署の場合は、押印不要

※法人にあっては、代表者印を押印

年 月 日付け 環第 号で決定がされた家庭用浄水器設置費

補助金の交付について、補助事業の内容を変更したいので鹿沼市補助金等の交付に

関する規則第１４条の規定により、次のとおり届け出ます。

申請者

住 所

氏 名

印

電話番号

変更事項１

変 更 前

変 更 後

変更事項２

変 更 前

変 更 後

変更事項３

変 更 前

変 更 後

変更事項４

変 更 前

変 更 後



様式第７号（第１０条関係）

補助事業検査結果等通知書

年 月 日

様

鹿沼市長 印

年 月 日付け 環（水）第 号で決定をした地下水汚染に係

る家庭用浄水器設置費補助金の交付について、鹿沼市補助金等の交付に関する規

則１８条第１項の規定により補助事業の完了検査をしたので、同条第２項の規定

により次のとおり通知します。

（注） １ この通知内容に対しては、審査請求及び行政事件訴訟法に基づく抗告

訴訟を提起することはできません。

補 助 対 象 者
住 所

名 称

検 査 結 果 適合（一部不適合・不適合）

不適合等の理由

補助金の確定額 円



様式第８号（第１２条関係）

補助金等交付請求書

年 月 日

鹿沼市長 宛

住 所

請求者 氏 名 印

電話番号

※自然人にあっては本人自署の場合は、押印不要

※法人にあっては、代表者印を押印

年 月 日付け 環（水）第 号で交付決定の通知を受けた地下

水汚染に係る家庭用浄水器設置費補助金について、鹿沼市補助金等の交付に関する

規則第２３条第１項の規定により、次のとおり請求します。

１ 請求金額

円

２ 振込先口座

（注意事項）

１ 請求は、補助金等交付決定通知書を受け取り後、１５日以内にしてくださ

い。

２ 補助金の交付決定を受けた者の氏名と口座名義人の氏名とが異なる場合

は、補助金を交付することができません。

３ 補助金は、口座振込の方法で交付します。口座振込以外の方法で交付する

ことはできません。

４ 法人その他団体の場合は、「住所」及び「氏名」の欄に、主たる事務所の所

在地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。

金融機関名 支店名等
本店
支店
支所

口 座 種 別 １ 普通 ２ 当座 口 座 番 号

口座名義人
フ リ ガ ナ

氏 名



様式第９号（第１２条関係）

補助金等交付手続委任状

年 月 日

鹿沼市長 宛

※自然人にあっては本人自署の場合は、押印不要

※法人にあっては、代表者印を押印

家庭用浄水器設置費補助金の交付手続を次のとおり委任したので、鹿沼市補助金

等の交付に関する規則第２６条の規定により提出します。

１ 委任した行為

□ 補助金の交付申請書の作成及び提出

□ 追加資料の提出、市職員からの質問への回答等

□ 交付決定又は不交付決定に係る通知の受領

□ 補助金の請求

※ 委任した行為の□に✓を記入してください。なお、「補助金の受取り」は、

委任することができません。

２ 受任者

（注意事項）

１ 受任した行為について、偽りその他不正な行為がされた場合は、受任者の

責任となります。

２ 法人その他団体の場合は、「住所」及び「氏名」の欄に、主たる事務所の所

在地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。

委任者

住 所

名 称

代 表 者

印

電話番号

住 所

氏 名 印

電 話 番 号



様式第１０号（第１４条関係）

補助金等交付決定取消通知書兼返還命令書

環（水）第 号

年 月 日

様

鹿沼市長 印

年 月 日付け 環（水）第 号で通知した地下水汚染に係る家

庭用浄水器設置費補助金の交付決定の全部（一部）を取り消したので、鹿沼市補助

金等の交付に関する規則第２９条第２項の規定により通知するとともに、同規則第

３１条第２項の規定により補助金の返還を命じます。

（注意事項）

１ 返還する補助金等の額には、補助金等の交付年月日から返還期限までの日

数に応じ、年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金が含まれます。

２ 返還期限までに補助金の返還がされない場合は、返還期限から返還がされ

た日までの日数に応じ、年１０．９５パーセントの割合で計算した遅延損害

金が課されます。

取 消 し 及 び 返

還 命 令 の 対 象

者

住 所

氏 名

取 消 し の 範 囲

取 消 し の 理 由

取 消 し 後 の

補 助 金 の 額
円（ 円減額）

補助金等の交付

年 月 日
年 月 日

返還する補助金

等 の 額
円

返 還 期 限 年 月 日


